BIS　論壇　No.184　「インドの将来」2016年6月3日　中川　十郎

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6月1日、「インド経済シンポジウム　2016」がインド経済研究所（榊原　英資　理事長）主催で開催されたので参加した。

基調講演はアルン・ジャイトリー・インド中央政府財務大臣。パネリストはシャー・インド商工会議所連合会副会頭、ガネーシ・ラジ　アーンストアンド・ヤング　インデイア　パートナー、門間大吉・財務省国際局長、渡辺博史　国際協力銀行総裁、児島　順彦・三菱商事相談役などが活発な議論を展開された。

　筆者は1970~74年、ニチメンのニューデリー支店に駐在し、またボンベイの合弁会社のインドニッポンケミカルの社長代理取締役も兼任しインドにはことのほか関心もあり、大学に転進後もゼミの学生諸君と研修旅行にも何回か参加し、インドとはいまだに関係がある。

　講演を要約するとインドのGDPは2014年7.4%、2015年　7.6％の成長で、2016年は1～3月で7.9％、4月で8.4％で2016年通年で、8％台を達成するのではないかとの強気の見方が多かった。これは中国が2016年、6％台半ばで推移するのに比べ、2％も凌駕している。これは石油価格下落、モンスーン好調で農産部門の生産が拡大、アーバンセクターの好景気が貢献しているとのことだ。現状の農振地帯の人口65％、都市部の35％の人口比率を将来、それぞれ50％にする政策などに積極的でインドの自信のほどがうかがわれた。

　BRICSのブラジル、ロシアが資源価格の低迷で苦労しており、中国も経済低迷している中、一人インドが活況を呈している。ICT分野では世界的にインド企業が活躍している。またインドは世界最大の13億人の民主主義国家で、日本とも、相互補完的で、若手の有能な労働力も多く、今後、日本と大いに協力できる分野が多いとの結論であった。

　ICTなどサービスセクターではインドのシリコンバレーといわれるバンガロールへの日本企業の進出も積極的だ。デリームンバイ輸送回廊なども日本が落札しており、今後、日印経済関係はさらに強化されようとの見方が大勢を占めていた。

よって20～30年後にはインドは中国と並び世界の経済大国になるとしている。中国に比べて、ICT部門などサービス部門は競争優位にあるが、生産部門が脆弱だったため、モデイ政権は「Make　in　India」戦略で製造業部門の強化を図っている。ここでも日本に大いに期待するとのことであった。

製造業部門ではこれまでスズキがインド自動車生産の50％のシェアを有し、代表的である。今後インドとしてはインフラ部門、電力、鉄道、道路、輸送、鉱工業、農業部門、環境、特にコールドチェイン、スマートシテイ建設部門で日本の参加の余地が大いにあるとの意見が多かった。有能な人材が多いことより、今後日本と若手の教育、Trainingセンターへの協力、国際市場でのグローバルな日印協力の可能性など考究すべきとの意見も大勢を占め日本としてもアジアの友好国としてこれまで以上にインドを重視すべきだと思った。　
